
（様式 1）

再 委 託 承 認 申 請 書

令 和 年 月 日

沖縄県立埋蔵文化財センター所長あて

住所

企業(団体)名

代表者(職氏名)

以下の契約に係る業務について再委託を行う必要がありますので、承認ください

ますようお願いします。

契 約 件 名

契 約 金 額 円

契 約 年 月 日 令 和 年 月 日

履 行 期 限 令 和 年 月 日

再 委 託を 予定

す る 業 務

再 委 託予 定額 円

企業(団体)名

再 委 託 先 代表者(職氏名)

住所

連絡先(電話) (メール)

再委託予定期間 令 和 年 月 日 ～ 令 和 年 月 日

再委託の必要性

再委託先選定理由

業務履行に必要な人員･技術･設備等 □あり □なし
期間内の適正な業務履行の確保 □可 □不可

再 委 託 先 の 指名停止措置を受けている者 □非該当 □該当
適 格 性 ※ 本件契約の競争入札参加者 □非該当 □該当

暴力団員に該当する者 □非該当 □該当
暴力団と密接な関係を有する者 □非該当 □該当

※「再委託先の適格性｣については、申請者が確認のうえレを記入すること



（様式 2）

再 委 託 変 更 承 認 申 請 書

令 和 年 月 日

沖縄県立埋蔵文化財センター所長あて

住所

企業(団体)名

代表者(職氏名)

以下のとおり再委託を変更する必要がありますので、承認くださいますよう

お願いします。

契 約 件 名

契 約 金 額 円

契 約 年 月 日 令 和 年 月 日

履 行 期 限 令 和 年 月 日

変更理由(必要性)

再 委 託 業 務 【変更前】
【変更後】

再 委 託 額 【変更前】 円
【変更後】 円

【変更前】
企業(団体)名

【変更後】
再 委 託 先 企業(団体)名

代表者(職氏名)
住所

連絡先(電話) (メール)

再 委 託 期 間 【変更前】令和 年 月 日 ～　令和 年 月 日
【変更後】令和 年 月 日 ～ 令和 年 月 日

【変更後】
業務履行に必要な人員･技術･設備等 □あり □なし

再 委 託 先 の 期間内の適正な業務履行の確保 □可 □不可
指名停止措置を受けている者 □非該当 □該当

適 格 性 本件契約の競争入札参加者 □非該当 □該当
暴力団員に該当する者 □非該当 □該当
暴力団と密接な関係を有する者 □非該当 □該当

※変更を予定しない項目については【変更前】のみ記入し、【変更後】は空欄とすること



（様式 3）

再 委 託 承 認 書

令 和 年 月 日

申請者（委託先） あて

沖縄県立埋蔵文化財センター所長　印

令和 年 月 日付け申請のあった再委託については、以下の条件を

付して承認します。

契 約 件 名

再委託を承認

す る 業 務

再 委 託 先 企業(団体)名

再委託承認額 円

再委託承認期間 令 和 年 月 日 ～ 令 和 年 月 日

1 申請者は、再委託を行う業務の履行及び再委託先の行為について

全責任を負うこと。再委託先が沖縄県に損害を与えた場合、申請者

はその損害を賠償する責任を負うこと。

2 申請者は、再委託先に対し一括再々委託の禁止を義務づけること。

3 申請者は、再委託先に対し「暴力団員又は暴力団と密接な関係を

有する者」「県の指名停止措置を受けている者」に対する再々委

再委託の条件 託の禁止を義務づけること。

4 申請者は、再委託先に対し業務上知り得た情報について守秘義務

を負わせること。

5 申請者は、再委託を行う業務の履行体制及び遂行状況等を把握し､

県の求めに応じて適時的確に報告できるようにすること。

6 申請者が再委託の条件に違反した場合は本承認を取消すものとし、

取消しに伴い発生した損害について、沖縄県は一切の賠償責任を負

わない。

7 承認を受けた内容に変更が生じるときは、あらかじめ変更申請を行

い承認を得ること。



（様式 4）

再 委 託 変 更 承 認 書

令 和 年 月 日

申請者（委託先） あて

沖縄県立埋蔵文化財センター所長　印

令和 年 月 日付け申請のあった再委託の変更については、以下の

条件を付して承認します。

契 約 件 名

再 委 託 を 【変更後】

承認する業務

再 委 託 先 【変更後】企業(団体)名

再委託承認額 【変更後】 円

再委託承認期間 【変更後】令 和 年 月 日 ～　令 和 年 月 日

1 申請者は、再委託を行う業務の履行及び再委託先の行為について

全責任を負うこと。再委託先が沖縄県に損害を与えた場合、申請者

はその損害を賠償する責任を負うこと。

2 申請者は、再委託先に対し一括再々委託の禁止を義務づけること。

3 申請者は、再委託先に対し「暴力団員又は暴力団と密接な関係を

有する者」「県の指名停止措置を受けている者」に対する再々委

再委託の条件 託の禁止を義務づけること。

4 申請者は、再委託先に対し業務上知り得た情報について守秘義務

を負わせること。

5 申請者は、再委託を行う業務の履行体制及び遂行状況等を把握し､

県の求めに応じて適時的確に報告できるようにすること。

6 申請者が再委託の条件に違反した場合は本承認を取消すものとし、

取消しに伴い発生した損害について、沖縄県は一切の賠償責任を負

わない。

7 承認を受けた内容に変更が生じるときは、あらかじめ変更申請を行

い承認を得ること。


